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第１章 北海道農業・農村を取り巻く情勢 

１ 本道農政に関するトピックス 

 

（消費者や子どもなど幅広く意見を聴取） 

 北海道農業・農村振興推進計画は、北海道農業・農村振興条例に基づき、農業・農村の振興に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために策定しており、北海道総合計画（令和６年（2024年）７

月策定）の特定分野別計画に位置付けられています。 

 第７期北海道農業・農村振興推進計画は、道内14振興局（12か所）での地域意見交換会において農

業者や関係団体、消費者などから意見聴取したほか、中高生や大学生からも意見を聴取して素案を取

りまとめ、北海道農業・農村振興審議会での審議やパブリック・コメント、北海道議会における議論

を経て、令和８年（2026年）３月に策定しました。 

 

（日本の食を力強く支える豊かな農業・農村を目指して） 

この計画では、人口減少に伴う農業者の減少や高齢化、これに伴い深刻化する人手不足や地域コミ

ュニティ機能の低下、さらには農業生産資材価格の高止まりや地球温暖化に伴う気候変動など、様々

な課題や環境の変化に直面する中、主要穀物などの主産地であり食料自給率が200％を超える本道が、

我が国の食料供給地域としての役割を果たしていくため、おおむね10年後の本道の農業・農村の「め

ざす姿」を「日本の食を力強く支える豊かな農業・農村」とするとともに、その実現に向けて、令和

８年度（2026年度）から令和12年度（2030年度）までの５年間の計画期間において、①食料を安定的

に供給する農業・農村、②環境と調和のとれた持続可能な農業・農村、③誰もが安心して住み続けら

れる農業・農村、④消費者と生産者が支え合う農業・農村の４つの方針の下、様々な施策を総合的か

つ計画的に推進することとしています。 

また、広く道民と「めざす姿」を共有し、その実現に向けて共に実践していくため、令和12年度

（2030年度）を目標として「国産供給熱量に占める北海道のシェア」を30％に、「農業・農村に関心を

持っている道民の割合」を90％にすることを数値目標に掲げるとともに、施策の進捗状況を定量的に

評価する指標として、25項目のＫＰＩ（重要業績評価指標）を設定し、毎年度検証してＰＤＣＡサイ

クルにより施策を効果的・効率的に推進することとしています。 

さらに、本道では地域ごとに特色ある農業が展開されていることを踏まえ、総合振興局・振興局単

位を基本とした12地域における、おおむね10年後を見据えた農業・農村の「めざす姿」を示し、その

実現に向けて、地域関係者と連携しながら各地域の特性や資源などを活かした取組を進めていくこと

としています。 
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第７期北海道農業･農村振興推進計画の概要

め ざ す 姿

日本の食を力強く支える豊かな農業・農村

本道の農業・農村への共感を礎に、主要穀物などの主産地である本道が、

持続可能で潤いのある農業・農村を確立し、我が国の食料安全保障に最大限貢献しています。

おおむね10年後（令和17年(2035年)頃）

施策の推進方針と展開方向

計画期間 令和８年度 ～ 令和12年度

（2026年度） （2030年度）
食料を安定的に供給する農業・農村

環境と調和のとれた持続可能な農業・農村 誰もが安心して住み続けられる農業・農村

消費者と生産者が支え合う農業・農村

我が国の食料安全保障への貢献

本道の農業・農村への共感

優良農地の確保と適切な利用の促進、農業生産基盤の整備・保全の推進、担い手の経営体質の強化、
新規就農者の育成・確保、経営感覚を備えた農業経営者の育成、営農支援組織の育成・強化、技術開
発と普及活動の推進、スマート農業の推進、需要に応じた生産・供給体制の強化、国内外の販路拡大

農業分野における環境負荷の低減、環境保全型農業の推進、道
内資源の利用の促進、多面的機能の発揮

農村における女性の活躍、働きやすい環境づくりと多様な人材
の受入れ、多様な地域資源を活用した付加価値の創出、地域コ
ミュニティ機能の維持・強化、安全で快適な生活環境の整備

食の安全・安心の確保、食育・地産地消の推進、都市と農村と
の交流の拡大

数 値 目 標 目標年度 令和12年度(2030年度)

計画の推進

施策の進捗状況を定量的に評価する指標としてKPI（重要業績評価指標）を設定
毎年度、KPIの検証を通じて施策の推進状況を点検し、取組を見直し・改善

国産供給熱量に占める北海道のシェア

我が国の食料安全保障への貢献

農業・農村に関心を持っている道民の割合

本道の農業・農村への共感

令和５年度
(2023年度)

23％ 79％30％ 90％令和７年度
(2025年度)
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（食品ロスの発生の現状と課題） 

我が国では、令和５年度（2023年度）において、食品製造業者や食品卸売業、小売業、外食産業の

「事業系」と、一般家庭の「家庭系」を合わせて、年間2,104万トンの食品廃棄物等が排出され、この

うち本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう可食部分である食品ロス量は464万トン発生して

います。 

また、道内の食品ロス量を国の手法にならって推計すると、直近データがある令和４年度（2022年

度）では、事業系と家庭系を合わせて年間212万トンの食品廃棄物等が排出され、このうち食品ロス量

は、事業系が８万トン、家庭系が９万トンで、合計して17万トンが発生しています。 

 このように、まだ食べることができる食品が、生産、製造、販売、消費に至るフードチェーンの各

段階において、日常的に廃棄され、依然として食品ロスが多く発生しており、とりわけ、食料の多く

を輸入に依存している我が国として、真摯に取り組むべき課題となっています。 

 

（食品ロス削減への対応） 

国では、令和７年（2025年）３月に、「食品ロス削減の推進に関する基本的な

方針」を変更し、より一層の食品ロス削減の推進を行うとしたほか、道において

は、同月、全国に先駆けて「北海道食品ロス削減推進条例」を制定し、食品ロス

の削減の取組を道民運動として関係者が一体となって推進しているところであ

り、加えて、令和８年（2026年）３月には、新たに「第２次北海道食品ロス削減

推進計画」を策定し、更なる削減目標の設定や施策の充実に努め、食品ロス削減

に向けた動きを加速させていくこととしています。 

 

（北海道食品ロス削減推進計画の基本方針） 

これらの状況を踏まえ、道の第２次削減推進計画では、食品ロス削減に向けた効果的な施策を推進

するために、「①未然防止」、「②有効活用」、「③体制整備」の３つの基本方針を定めています。 

未然防止では、食品ロスを発生させない取組を推進するため、消費者や食関連事業者の方々の意識

を見直し、関連する取組などを進めること、有効活用では、各段階において未利用食品等を有効活用

すること、更に、体制整備として、本道の食品ロス削減推進に向け、関係機関が連携した総合的な施

策の推進や体制づくりの整備を行うこととしています。 

また、数値目標として、直近の令和４年度を基準に令和12年（2030年）までに、国の目標水準を上

回る10％の削減を示し、具体的には全体で２万トン削減した15万トンの目標を掲げています。 

 

（計画の推進） 

食品ロス削減の推進には、消費者や食品関連事業者、関係機関・団体などの様々な道民の方々の理

解と参加が必要です。また、食品ロスの削減を他人事ではなく我が事として捉え、理解するだけにと

どまらず、みんなで行動に移すことが重要となります。 

このため、道では、「めざす姿」を「“もったいない”の心を道民運動として広げよう～一人ひとり

の実践をみんなの力へ！～」とし、３つの基本方針の下、消費者の方々は、食品ロス削減の必要性の

    第２次北海道食品ロス削減推進計画の策定 
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理解や関係施策への協力、食品関連事業者の方々は、製造方法の見直しや未利用食品等の有効活用、

行政は、学校給食をはじめとして教育活動等を通じた食育の推進、関連情報の積極的な発信などに取

り組み、道としてもこれらの取組に対して、積極的に支援をしていくこととしています。 

道では、外食や宴会での「食べきりキャンペーン」のほか、家庭や買い物での留意点、賞味期限や

消費期限の違いなど、料理教室や食育シンポジウムなどの様々な場面において、食品ロス削減の取組

や普及啓発を進めていますので、食品ロス削減へご理解とご協力についてお願いします。 
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（国は「今般の米の価格高騰の要因や対応の検証」を公表） 

令和６年（2024年）秋以降、国内の主食用米の店頭販売価格は上昇を続け、令和７年（2025年）産

米が出回った秋以降も、令和８年（2026年）３月末時点では、価格に大きな低下は見られない状況に

あります。 

令和７年（2025年）８月に国は「今般の米の価格高騰の要因や対応の検証」で、米の価格高騰の背

景に需要見通しと実際の需要動向との乖離があったと公表しました。これまでの需要見通しは、人口

減少などによる需要のマイナス・トレンドの継続を前提として算定されていましたが、実際にはイン

バウンド需要や、家計購入量の増加など一人当たり消費量の増加により需要が想定を上回って推移し

ました。これらの要因に加え、生産量は足りているとの認識の中で流通実態の把握に消極的であった

ことや、マーケットへの情報発信や対話も不十分であったこと、また、政府備蓄米についても、不作

時に備蓄米を放出するというルールの下で放出時期が遅延したことなどから、卸売業者等の不安感を

払拭できず、更なる価格高騰を招いたとする検証結果を示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 農林水産省「スーパーでの販売数量・価格の推移（ＰＯＳデータに基づき作成、全国・週次）」 

注：１）(株)ＫＳＰ－ＳＰが提供するＰＯＳデータは、全国約1,000店舗のスーパーから購入したデータに基づくもの。 

２） 週次データを月ベースに当てはめているため、実際の月とは若干異なる場合がある。 

 

（米の安定供給に向けた今後の対応） 

国は、令和７年（2025年）11月に開催された米の安定供給等実現関係閣僚会議において、米の安定

供給に係る短期的な対応策として、①生産量に関する統計調査の精度向上、②需給の変動に柔軟に対

応できる需給見通しの作成、③流通構造の透明性確保のための実態把握の強化等、④今後の備蓄政策

について、さらに早急に検討を進める、の４点について対策を講じることを示しました。 

さらに、令和７年（2025年）12月に開催された食料・農業・農村政策審議会食糧部会では、在庫量

や出荷・販売取扱量等の流通情報について届出対象事業者を追加することや、民間備蓄制度の創設、

また、政府備蓄米の目的に、生産量の減少に限らず、需要量の増加等による供給不足も加えるよう見

直すことなど、法律上の手当が必要な内容について議論が行われました。 

道においても、こうした国の動きを踏まえ、ホームページで流通や価格動向についての情報発信を

行うとともに、農業生産基盤の整備やスマート農業技術の活用による生産性向上の取組、主食用米を

始め加工用米や米粉用米、酒造好適米など多様なニーズに対応した北海道米の安定的な供給を推進し

ています。 

  米の価格高騰と対応 
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（合理的な費用を考慮した価格形成を促進）  

 近年、農業の資材費や食品の原材料費などが高止まりし、食料の持続的な供給が困難になることが

懸念されている中、令和６年（2024年）６月に改正された食料・農業・農村基本法では、基本理念の

一つに食料安全保障の確保が掲げられており、食料の合理的な価格の形成については、需給事情及び

品質評価が適切に反映されつつ、食料の持続的な供給が行われるよう、農業者、食品事業者、消費者

その他の食料システム関係者により、その持続的な供給に要する合理的な費用が考慮されるようにし

なければならない旨が規定されています。これらを背景に、消費者の理解を得ながら食料システム全

体で食料の持続的な供給を実現するため、合理的な費用を考慮した価格形成と食品産業の持続的な発

展の２つを柱とする「食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及

び食品等の取引の適正化に関する法律」（以下「食料システム法」という。）が令和７年（2025年）６

月に制定されました。 

食料システム法では、食品等の取引において要する費用の考慮を促し、コストを下回る価格での取

引を抑止するため、①食料品全般の取引を対象として、取引の適正化に係る努力義務を課すこと、②

努力義務に対応した行動規範として、農林水産大臣（以下「大臣」という。）が判断基準を定め、これ

に基づき大臣による指導・助言等の措置を講じること、③大臣が指定した品目について、大臣が認定

した団体がコスト指標を作成することなどが規定されており、令和８年（2026年）４月以降、コスト

指標作成団体により米や野菜、飲用牛乳等５品目のコスト指標の作成・公表が進められるとともに、

食料システム法の適正な執行を行うため「フードＧメン」による指導などが開始されました。 

 

（農業構造転換集中対策を推進）  

国は、新たな食料・農業・農村基本計画において、「我が国の食料供給」、「輸出の促進」、「国民一人

一人の食料安全保障・持続的な食料システム」、「環境と調和の取れた食料システムの確立・多面的機

能の発揮」、「農村の振興」という５つの主要テーマを設定するとともに、食料安全保障を実現する観

点から、激動する国際情勢や人口減少などの国内状況の変化に対応し、また、短期的な食料・農業・

農村に係る課題の発生などがあっても対応し得る構造にするため、初動５年間で農業の構造転換を集

中的に推し進めることとしています。 

 令和７年（2025年）10月24日、高市総理大臣は所信表明演説において、「地域を活性化させ、食料安

全保障を確保する観点から、農林水産業の振興が重要です。農業については、５年間の『農業構造転

換集中対策期間』において別枠予算を確保します。」と述べ、12月16日には、令和７年度補正予算が成

立し、農地の大区画化、共同利用施設の再編集約・合理化、スマート農業技術・新品種の開発、輸出

産地の育成など、食料安全保障の強化や農業の構造転換を目的として9,602億円を計上するとともに、

12月26日には、令和８年度農林水産関係予算概算決定を取りまとめ、２兆2,956億円を措置しました。 

国は、集中対策期間に必要となる財源について、日本中央競馬会（ＪＲＡ）の積立資金を活用でき

るよう法整備し、令和８年度（2026年度）から令和11年度（2029年度）までの４年間、毎年度250億円

を拠出する方針としています。 

 

  新たな食料・農業・農村基本計画策定後の国の動き 
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２ 我が国の社会経済情勢と農業・農村 

 

(1) 社会経済情勢 

（成長型経済への移行） 

令和７年（2025年）の日本経済は、賃上げ率が２年連続で５％を上回るなど、30年にわたり続いた

消費と投資が停滞する「コストカット型経済」から、新たな「成長型経済」に移行する段階まで到達

した年となりました。 

また、日本経済への米国の通商政策の影響も懸念され、３月からの自動車等への品目別関税や４月

の相互関税により、自動車産業を中心に企業収益や米国向け輸出の減少といった影響が見られたもの

の、景気は緩やかな回復を続けました。 

 

（厳しい状況が続く北海道経済） 

 令和７年（2025年）の本道経済は、長引く物価高騰や深刻化する人手不足などに伴う様々な課題に

直面しながらも、堅調な設備投資や公共投資、旺盛なインバウンド需要などにより、全体では持ち直

しの動きが続きました。 

個人消費については、政府の物価高対策など各種施策による下支えなどにより底堅く推移し、百貨

店やドラッグストア等では販売額が前年を上回りましたが、スーパー等では前年を下回るなど、業態

によってばらつきがみられました。また、コメなど食料品を中心とした長引く物価高により消費マイ

ンドが下押しされ、持ち直しの動きに足踏みがみられる状態が続きました。 

一方、観光については、国際便の便数増加を背景に、来道者数は前年比＋5.3％と、改善の動きが続

いています。 

 

図表1-2-1 主要経済指標の動向（北海道） 

区   分 （単 位） H22年 27 R2 5 6 7 

百貨店販売額（百万円） 224,910 211,226 139,078 178,069 193,641 195,388 

スーパー販売額（百万円） 700,625 753,191 826,170 872,588 883,680 883,118 

コンビニエンスストア販売額（百万円） 440,506 541,974 565,689 636,332 641,263 658,582 

ドラッグストア販売額（百万円） - 223,651 286,971 308,834 326,976 339,062 

乗用車新車登録台数（台） 152,391 170,911 154,287 164,269 151,016 153,672 

新設住宅着工戸数（戸） 28,983 33,776 31,339 28,736 28,346 23,758 

公共工事請負金額（百万円） 819,440 761,175 976,516 1,005,559 1,093,313 1,140,170 

来道客数（千人） 11,442 12,658 5,976 13,339 14,021 14,765 

消費者物価指数（令和２年（2020年=100） 92.8 97.2 100.0 106.9 110.2 111.9 

鉱工業生産指数（令和２年（2020年=100） － － 100.0 98.4 96.5 94.9 

有効求人倍率（常用：倍） 0.39 0.94 1.00 1.02 0.95 0.93 

完全失業率（％） 5.1 3.4 3.0 2.8 2.6 2.5 

企業倒産件数（負債総額1,000万円以上：

件） 
440 279 175 269 280 274 

輸出額（円ベース：百万円） 340,801 493,807 229,540 355,652 435,680 456,536 

輸入額（円ベース：百万円） 1,151,208  1,235,568  877,492 1,846,788 1,669,788 1,743,351 

資料：経済産業省北海道経済産業局「主要経済指標」、総務省「消費者物価指数」、「労働力調査」、 

函館税関「北海道貿易概況」 
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(2) 農業・農村の動向 

（減少が続く農業経営体） 

 令和７年（2025年）２月の農業経営体は83万6,054経営体で、令和２年（2020年）に比べ22.3％の減

少となりました。このうち法人化せずに世帯で事業を行う個人経営体は79万5,828経営体と、農業経営

体の95.2％を占め、令和２年（2020年）に比べ23.3％の減少となりましたが、法人経営体や農作業の

受託組織等を含む団体経営体は４万226経営体で、令和２年（2020年）に比べ4.9％の増加となりまし

た。 

 また、個人経営体のうち主業経営体は19万54経営体で令和２年（2020年）に比べ17.7％、準主業経

営体は８万7,142経営体で令和２年（2020年）に比べ38.9％、副業的経営体は51万8,632経営体で令和

２年（2020年）に比べ21.9％といずれも減少となりました。 

 
図表1-2-2 農業経営体数の推移（全国） 

（単位：千経営体、％）  

区 分 農業経営体 個人経営体 
 

団体経営体 
 

主業経営体 準主業経営体 副業的経営体 法人経営体 

R2年 
1075.6 1037.2 230.8 142.5 663.9 38.3 30.7 

 構成比 96.4 22.3 13.7 64.0 3.6 2.9 

  7 
836.1 795.8 190.1 87.1 518.6 40.2 33.8 

 構成比 95.2 22.7 10.4 62.0 4.8 4.0 

増減率

(R7/R2) 

 

▲22.3 

 

▲23.3 

 

▲17.7 

 

    ▲38.9 

 

   ▲21.9 

 

      4.9 

 

    10.1 

資料：農林水産省「農林業センサス」 

 

（全国で特性を活かした多様な農業を展開） 

 令和６年（2024年）の農業産出額を地域別にみると、北海道、東海、中国、九州及び沖縄は畜産物、

東北、北陸、近畿は米、関東・東山、四国は野菜が、それぞれ最も多くなっており、全国で地域の特

性を活かした多様な農業が営まれています。 

 

図表1-2-3 農業産出額の地域別・主要部門別構成比（令和６年（2024年）） 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」 
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（増加が続く農業所得） 

 令和６年（2024年）の１経営体当たりの経営収支をみると、個人経営体では、農業粗収益が901万

8,000円で、前年に比べ91万8,000円（11.3％）、農業経営費が732万4,000円で、前年に比べ37万1,000

円（5.3％）、農業所得が169万4,000円で、前年に比べ54万7,000円（47.7％）といずれも増加となり

ました。また、このうち主業経営体では、農業粗収益が2,347万9,000円で、前年に比べ163万1,000円

（7.5％）、農業経営費が1,853万7,000円で、前年に比べ73万1,000円（4.1％）、農業所得が494万

2,000円で、前年に比べ90万円（22.3％）といずれも増加となっています。 

法人経営体では、農業粗収益が１億3,400万3,000円で、前年に比べ147万円（▲1.1％）、農業経営

費が１億3,241万1,000円で、前年に比べ226万7,000円（▲1.7％）といずれも減少し、農業所得は159

万2,000円と前年に比べ79万7,000円（100.3％）の増加となりました。 

 

図表1-2-4 農業経営体の１経営体当たり農業経営収支の概要（全国）  

（単位：千円、アール、時間、％）  

区 分 

R5年 6 増減率（R6/R5） 

個 人 
経営体 

      
法 人 
経営体 

個 人 
経営体 

      
法 人 
経営体 

個 人 
経営体 

     
法 人 
経営体 

主 業 
経営体 

主 業 
経営体 

主 業 
経営体 

農 業 粗 収 益 8,100 21,848 135,473 9,018 23,479 134,003 11.3 7.5 ▲1.1 

農 業 経 営 費 6,953 17,806 134,678 7,324 18,537 132,411 5.3 4.1 ▲1.7 

農 業 所 得 1,147 4,042 795 1,694 4,942 1,592 47.7 22.3 100.3 

農 業 所 得 率 14.2 18.5 0.6 18.8 21.0 1.2    

付 加 価 値 額 1,907 5,989 30,695 2,587 7,184 32,033 35.7 20.0 4.4 

付 加 価 値 率 23.5 27.4 22.7 28.7 30.6 23.9    

経 営 耕 地 面 積 327.4 705.9 2,277.8 328.9 711.0 2,285.2 0.5 0.7 0.3 

自営農業労働時間 2,262 5,068 12,728 2,493 5,381 13,233 10.2 6.2 4.0 

資料：農林水産省「農業経営統計調査」 

 

（減少が続いている農業従事者） 

 令和７年（2025年）の個人経営体の基幹的農業従事者数は103万6,228人で、令和２年（2020年）に

比べ32万6,810人（24.0％）減少となりました。このうち65歳以上の階層は、72万1,311人で全体の

69.6％と、令和２年（2020年）に比べ6.7ポイント増加し、若年層（49歳以下）は、13万125人で全体

の12.6％と、令和２年（2020年）に比べ1.8ポイント増加しています。 
 
図表1-2-5 年齢階層別基幹的農業従事者（全国）                   （単位：千人、％）                                 

区 分 総 数 
29歳 

以下 
30～39 40～49 50～59 60～64 65～69 70～74 

75歳 

以上 

49歳 

以下 

65歳 

以上 

R2年 
1,363.0 16.1 50.5 81.0 127.0 140.0 252.7 264.2 431.8 147.5 857.5 

(割合) 1.2   3.7 5.9 9.3 10.3 18.5 19.4 31.7 10.8 62.9 

7 
1,036.2 12.7 39.5 77.9 99.8 85.0 149.0 217.1 355.2 130.1 721.3 

(割合) 1.2  3.8 7.5 9.6 8.2 14.4 21.0 34.3 12.6 69.6 

増減率 

(R7/R2) 

 

▲24.0 

 

▲21.1 

 

▲21.8 

 

▲4.0 

 

▲21.4 

 

▲39.3 

 

▲41.0 

 

▲11.9 

 

▲17.8 

 

▲11.9 

 

▲15.9 

資料：農林水産省「農林業センサス」 
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３ 食料需給をめぐる動き 

 

(1) 世界の食料需給 

（世界の穀物の生産は消費を上回る見通し） 

 米国農務省が令和８年（2026年）４月に発表した穀物等需給報告によると、2025/26年度における世

界の穀物の生産量は、消費量を上回る見通しとなっています。 

 このうち小麦及び精米は生産量が消費量を上回り、期末在庫量は前年度を上回る見通し、とうもろ

こしは生産量が消費量を下回り、期末在庫量は前年度を下回る見通しとなっています。大豆は生産量

が消費量を上回るものの、期末在庫量は前年度を下回る見通しとなっています。 

 

図表1-3-1 世界全体の穀物等の生産量、消費量、期末在庫量等見通し（2025/26年度） （単位：百万トン） 

品     目 

生産量 消費量 期末在庫量 期末在庫率（％） 

 
対前年度 
増 減 率 
（％） 

 
対前年度 
増 減 率 
（％） 

 
対前年度 
増 減 率 
（％） 

 
対前年度 
増 減 率 
(ポイント) 

穀 
 

物 

全 体 2,983.76 4.6 2,957.49 2.9 801.60 3.4 27.1 0.1 

小 麦 844.15 5.6 820.12 1.3 283.12 9.3 34.5 2.5 

と う も ろ こ し 1,301.07 5.7 1,302.55 4.2 294.81 ▲ 0.5 22.6 ▲ 1.1 

米 （ 精 米 ） 541.35 ▲ 0.04 540.57 1.9 192.31 0.4 36.1 ▲ 0.5 

大     豆 427.41 ▲ 0.2 425.88 3.0 124.79 ▲ 0.02 29.3 ▲ 0.9 

資料：農林水産省「世界の穀物・大豆の需給動向」（米国農務省 令和８年（2026年）４月９日発表）、 

   米国農務省「World Agricultural Supply and Demand Estimates」April 9,2026)、「PS&D」 

 注：１）穀物全体は小麦、粗粒穀物及び米（精米）の計、小麦は小麦及び小麦粉（小麦換算）の計。 

  ２）期末在庫率の算出は次式による。期末在庫率（％）＝期末在庫量×100／消費量 

３）年度の取り方は、品目及び地域により異なる。 

[例えば､米国では、小麦（６～５月）、とうもろこし（９～８月）、米（８～７月）、大豆（９～８月）] 

４）在庫率の前年度比及び前月差の欄は、前年度及び前月発表とのポイント差。 

 

（穀物等の国際価格の動向） 

 穀物等の国際価格は、とうもろこしと大豆が史上最高値を記録した平成24年（2012年）以降、世界

的な豊作等により下落しました。令和２年（2020年）後半から南米の乾燥、中国の輸入需要の増加、

令和３年（2021年）の北米北部の高温乾燥により上昇し、令和４年（2022年）にはロシアのウクライ

ナ侵攻により、小麦は史上最高値を更新しましたが、ウクライナからの臨時回廊等による輸出再開な

どもあり、侵攻前の水準まで下落しました。とうもろこし、大豆はウクライナ侵攻時に高騰したもの

の、ブラジル等の豊作によりそれ以前の水準まで下落しています。 

米は、令和４年（2022年）９月以降、インドの輸出規制の強化やインドネシアの需要の増加などか

ら上昇しましたが、令和６年（2024年）９月以降インドの一部輸出規制の解除などを受けて下落しま

した。また、令和７年（2025年）11月以降、タイの洪水被害等を受け上昇しましたが、世界的な供給

増などを受け、再び下落しています。 
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図表1-3-2 穀物等の国際価格の動向 

 

資料：農林水産省「穀物等の国際価格の動向」 

注：１）小麦、とうもろこし、大豆は、シカゴ商品取引所の各月第１金曜日の期近終値の価格(セツルメント)である。コメ 

は、タイ国家貿易取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米 100％２等のＦＯＢ価格である。 

２）過去最高価格については、コメはタイ国家貿易取引委員会の公表する価格の最高価格、コメ以外はシカゴ商品取引 

所の全ての取引日における期近終値の最高価格。 

 

（今後も増加が見込まれる穀物消費量） 

今後の世界人口は開発途上国を中心に増加し、2034年には88.3億人になると推計されています。ま

た、１人当たりのＧＤＰについても増加し、途上国の経済成長は先進国より相対的に高くなることが

見込まれています。 

穀物の需要量については、総人口の増加に伴い食用消費が増加するとともに、途上国を中心とした

所得の向上により肉類の需要が増加することに伴い、飼料用の穀物需要も増加することが見込まれて

います。 

 

図表1-3-3 世界の総人口及び１人当たり実質ＧＤＰの推移 

 

資料：農林水産省「世界食料需給モデルによる 2034 年の世界食料需給の見通し」 

注：2023年までは実績値、2024年以降は推計値及び予測値。 

１人当たり実質ＧＤＰは 2015年基準。2021-23年は COVID-19の影響を含んでいる。 
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図表1-3-4 用途別穀物消費量と１人当たり年間肉類消費量（世界合計） 

 

資料：農林水産省「世界食料需給モデルによる 2034 年の世界食料需給の見通し」 

 

世界の食料需給については、人口増加等による需要増加のほか、異常気象の頻発化による供給の変

動、調達競争の激化、ウクライナや中東など国際情勢の緊迫化による食品原材料や農業生産資材の価

格高騰、原料供給国からの輸出規制等、不安定化をもたらす要因が多様であり、食料安全保障上のリ

スクの増大が懸念されています。 

 

(2) 我が国の食料需給構造の変化 

（進む食の外部化、簡便化） 

ライフスタイルの変化による単身世帯や共働き世帯の増加などにより、食の外部化や簡便化が進展

し、米や魚介、肉、野菜等の生鮮食品や外食への支出割合が減少する一方で、調理食品や加工食品へ

の支出が増加しており、今後もこの傾向が続くと見込まれます。 
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図表1-3-5  品目別食料支出割合の将来推計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産政策研究所「我が国の食料消費の将来推計（2019 年版）」を基に農林水産省が作成 

 注：1) 平成22年（2010年)までは、家計調査、全国消費実態調査等より計算した実績値で、令和2年（2020年）以降は推計

値。 

（令和元年（2019年）時点の試算）であるため、新型コロナウイルス感染症の影響は考慮していない。 

2) 平成27年（2015年）価格による実質値の割合。 

3) 生鮮食品は、米、生鮮魚介、生鮮肉、牛乳、卵、生鮮野菜、生鮮果実の合計。 

4) 加工食品は、パン、麺類、他の穀類、塩干魚介、魚肉練製品、他の魚介加工品、加工肉、乳製品、乾物・海藻、 

大豆加工品、他の野菜・海 藻加工品、果実加工品の合計。 

 5) 調理食品は、主食的調理食品と他の調理食品の合計で、他の調理食品 には冷凍調理食品も含む。 

 6) その他は、油脂・調味料、菓子類、酒類の合計。 

 

（長期的に低下している食料自給率） 

 我が国の供給熱量ベースの食料自給率は、平成10年度（1998年度）以降、40％前後で推移していま

したが、平成22年度（2010年度）からは40％を下回って推移しています。令和６年度（2024年度）は、

主食用米の消費量の増加や国産てん菜等の生産量が増加したことがプラス要因となる一方で、小麦の

生産量の減少などがマイナス要因となり、38％（概算値）となりました。 

 また、生産額ベースの食料自給率は、平成７年度（1995年度）以降、60％台後半から70％台前半で

推移していましたが、令和６年度（2024年度）は64%（概算値）で、米、野菜、畜産物の国際価格の上

昇に伴い食料の国内生産額が増加したことなどにより、前年度に比べ３ポイント上昇しました。 

 

図表 1-3-6 我が国の食料自給率の推移 

 
資料：農林水産省「昭和40年度以降の食料自給率の推移」 

 注：令和６年度（2024年度）は概算値。 
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令和６年度（2024年度）の国民１人・１日当たりの供給熱量は2,248kcalで、その内訳をみると、食

生活の多様化が進んだことにより、国産で需要量を満たすことのできる米の消費が減少傾向にある一

方で、飼料や原料の多くを海外に頼らざるを得ない畜産物や油脂類等の消費割合が増加傾向にあり、

こうした食料消費面の変化が、我が国の食料自給率の低下の主な要因となっています。 

 

図表1-3-7 国民1人・1日当たり供給熱量の構成(供給熱量ベース、全国) 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「食料需給表」 

注：畜産物は、牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵、牛乳･乳製品の計により算出 

 

 

図表1-3-8  主な品目別食料自給率の推移（全国） 

（単位：％） 

 S40(1965) 60(1985) H17(2005) R6(2024)概算 

米 95 107 95 97 

小麦 28 14 14 16 

牛肉  95 (84)  72 (28)  43 (12)  42 (12) 

豚肉 100 (31)  86 ( 9)  50 ( 6)  48 ( 6) 

鶏肉  97 (30)  92 (10)  67 ( 8)  64 ( 8) 

鶏卵 100 (31)  98 (10)  94 (11)  97 (12) 

牛乳・乳製品  86 (63)  85 (43)  68 (29)  63 (29) 

油脂類 31 32 13 15 

資料：農林水産省「食料需給表」 

  注：牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵、牛乳・乳製品の（ ）については、飼料自給率を考慮した値 

 

 

(3) 食料自給率向上の取組 

（主要先進国で最低水準の食料自給率）  

 主な先進国の食料自給率（供給熱量ベース、令和４年（2022年））は、国の試算によると、オース

トラリア247％、カナダ177％、フランス118％、米国101％、ドイツ79％、英国59％となっており、我

が国の38％（令和６年度（2024年度）概算）は、主要先進国の中で最低水準となっています。 
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図表 1-3-9 食料自給率の各国との比較（供給熱量ベース）  

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「食料需給表」、ＦＡＯ"Food Balance Sheets"等を基に農林水産省で試算(アルコール類等は含まない) 

  注：１）日本は令和６年度（2024年度）（概算値）、その他は令和４年（2022年）のデータ 

      ２）畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算 

 

（生産・消費両面での取組を推進） 

 国は国民に対する食料の安定的な供給のため、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これ

に輸入と備蓄を適切に組み合わせることとしており、食料安全保障への関心が一層高まる中、国内で

生産できるものはできる限り国内で生産することがますます重要となっています。 

 こうした中、国は、令和７年（2025年）４月に策定した新たな食料・農業・農村基本計画におい

て、令和12年度（2030年度）の食料自給率の目標を供給熱量ベースで45％、生産額ベースで69％と

し、また、新たに、摂取熱量ベースの食料自給率の目標を53％として掲げ、国内農業の生産基盤の強

化や、消費者と食や農とのつながりを深める取組を推進するとしています。また、食料安全保障の観

点から、国内の農地等を最大限活用することで、どの程度の食料を得られるのかという我が国の農林

水産業が有する潜在生産能力を「食料自給力」として評価し、平時からその維持向上に努めていま

す。 

247％

177％
118％ 101％ 79％ 59％ 38％

オーストラリア カナダ フランス 米国 ドイツ 英国 日本
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４ 国際貿易交渉の動き 

 

（停滞するＷＴＯドーハ・ラウンド交渉） 

 世界貿易機関（ＷＴＯ）には166か国・地域が加盟しており（令和７年（2025年）４月時点）、全加

盟国の合意によって意思決定するコンセンサス方式で貿易自由化交渉が行われています。平成13年

（2001年）に開始したドーハ・ラウンドでは、農業に関し、「市場アクセス」、「国内支持」、「輸

出競争」の三つの分野で交渉が行われ、部分的な合意が得られたものの、貿易と開発を巡り途上国と

先進国の間で見解が一致せず、現在に至るまで妥協点を見いだすことが困難な状態が続いています。

直近の第13回閣僚会議（令和６年（2024年）２月開催）では、次回閣僚会議に向けた作業計画の策定

を目指しましたが、合意には至らず、議論が継続されることとなりました。 

 

図表1-4-1 ＷＴＯ農業交渉の経緯（ドーハ・ラウンド） 

バリ･パッケージ 

H25年(2013年)第9回閣僚会議 

関税割当の運用について、割当手続の合理化や透明性向上のほか、未消

化が生じた際の再配分の仕組みを整備すること等について合意 

ナイロビ･パッケージ 

H27年(2015年)第10回閣僚会議 

輸出補助金について、先進国は即時、途上国は平成30年(2018年)末まで

に原則撤廃することなどについて合意 

輸出規制に係るWFP決定 

R4年(2022年)第12回閣僚会議 

国連世界食糧計画(WFP)による人道支援目的の食料調達を輸出規制の対象

から除外することなどについて合意 

資料：農林水産省「ＷＴＯについて 令和７年４月」 

 

（拡大の動きが見られる二国間等による経済連携） 

 グローバル化が進む中、ＷＴＯを補完するものとして、２か国間又は数か国間による経済連携協定

（ＥＰＡ）や自由貿易協定（ＦＴＡ）の数が急速に増加しています。近年では、環太平洋パートナー

シップに関する包括的及び先進的な協定（ＣＰＴＰＰ）が平成30年（2018年）12月30日、日ＥＵ経済

連携協定（日ＥＵ・ＥＰＡ）が平成31年（2019年）２月１日、日米貿易協定が令和２年（2020年）１

月１日、日英包括的経済連携協定（日英・ＥＰＡ）が令和３年（2021年）１月１日、地域的な包括的

経済連携（ＲＣＥＰ）協定が令和４年（2022年）１月１日に発効し、令和８年（2026年）２月時点で

22のＥＰＡ等が発効又は署名済みです。また、ＣＰＴＰＰについては、コスタリカとカンボジアにつ

いて新規加入の手続きが進められており、ウルグアイについては加入手続の開始が決定しているほ

か、インドネシア、フィリピン、ＵＡＥ、中国、台湾、エクアドル、ウクライナが加入を要請してい

ます。 

 

図表1-4-2 世界のＦＴＡ発効件数の推移（累積） （単位：件） 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省 「経済連携交渉等の状況について（農林水産関係）令和７年４月」 

21
77

203

320

405

～H1 ～11 ～21 ～R1 ～7.4
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図表1-4-3 日本のＥＰＡ等の状況 

発 効 又 は 署 名 済 み の 相 手 国 等 

シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、 

ＡＳＥＡＮ10 か国(ＡＪＣＥＰ
※１

)、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー、豪州、 

モンゴル、ＴＰＰ(署名済)
※２

、ＣＰＴＰＰ
※３

、ＥＵ、米国、英国、ＲＣＥＰ
※４

、 

バングラデシュ 

資料：外務省「我が国の経済連携協定（ＥＰＡ／ＦＴＡ）等の取組」 

   税 関「ＥＰＡ等交渉の状況」（2026年２月現在） 

 注：１）ＡＪＣＥＰは、日本とＡＳＥＡＮ10か国（シンガポール、ベトナム、ラオス、ミャンマー、ブルネイ、 

マレーシア、タイ、カンボジア、フィリピン、インドネシア）。 

   ２）ＴＰＰ署名国は、豪州、ブルネイ、カナダ、チリ、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、ペルー、 

シンガポール、米国、ベトナム。 

   ３）ＣＰＴＰＰは、米国を除くＴＰＰ署名国11か国と英国。 

   ４）ＲＣＥＰは、日本、ＡＳＥＡＮ10か国（ミャンマーのみ未発効）、中国、韓国、豪州、ニュージーランド。 

    

 

図表1-4-4 国際貿易交渉に係る主な動き（令和７年度（2025年度）） 

R7年11月21日 ウルグアイのＣＰＴＰＰへの加入手続きの開始決定(TPP委員会) 

R8年 2月 6日 日・バングラデシュＥＰＡが合意、署名 

資料：北海道農政部調べ 
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（米国の関税措置に関し日米間で合意） 

 令和７年（2025年）４月２日、米国トランプ大統領は、全ての国・地域から輸入される全品目を対

象に一律の追加関税を課す世界共通関税と米国の貿易赤字額が大きい国に対して個別に追加関税を課

す相互関税を発表しました。度重なる協議を経て、米国時間７月22日（日本時間は23日）にトランプ

大統領が日本との関税協議で合意に至ったと表明、日本政府においても合意を発表しました。合意の

内容には、日本に対する相互関税率を25％から15％に引き下げることや、日米間の貿易拡大に関して

は、農産品を含め、日本側の関税引き下げは含まれておらず、バイオエタノール、大豆、トウモロコ

シ、肥料等を含む米国農産品及び半導体等の米国製品の購入拡大、ミニマム・アクセス（ＭＡ）米制

度の枠内で日本国内のコメの需給状況等も勘案しつつ、必要なコメの調達確保などが盛り込まれてい

ます。 

 

図表1-4-5 米国の関税措置に関する日米協議：日米間の合意（概要）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣官房「米国の関税措置に関する日米協議：日米間の合意（概要）令和７年７月25日」より抜粋 

 

（道内関係者一体となって要請活動を展開） 

我が国は、近年、ＣＰＴＰＰを始めとするＥＰＡ等を相次いで締結し、発効に至りましたが、その

交渉過程において数次にわたり、道内の農業団体や経済団体等で構成する「北海道農業･農村確立連絡

会議」等による要請活動が行われました。 

国は、ＴＰＰの大筋合意を受けて、平成27年（2025年）11月25日に「総合的なＴＰＰ関連政策大

綱」を策定し、その後の国際貿易協定の合意に対応して逐次改訂しています。令和２年（2020年）12

月８日に改訂した「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」では、体質強化対策や経営安定対策を大きな柱

とし、農林水産分野の対策を進めています。本道においても、ＣＰＴＰＰ等の発効による農業等への

影響について継続的に把握しながら、国の施策等を効果的に活用し、生産基盤の整備や担い手・人材

の育成・確保など、本道農業の生産力及び競争力の強化に向けた取組を進めています。 

〇米国の関税措置の見直し 

 ・相互関税：15％ 

 ・自動車･自動車部品関税：15％ 

 ・半導体･医薬品関税：仮に分野別関税が課される場合も日本を他国に劣後する形で扱わない 

 

〇貿易の拡大 

  ・日本は、以下の事項に関連する対応をとる(農産品を含め、日本側の関税引下げは含まれていない) 

   ・バイオエタノール、大豆、トウモロコシ及び肥料等を含む米国農産品、及び半導体、航空機等の米国 

製品の購入の拡大 

   ・ＭＡ米制度の枠内で、日本国内のコメの需給状況等も勘案しつつ、必要なコメの調達を確保 

   ・液化天然ガス(ＬＮＧ)等米国産エネルギーの安定的及び長期的な購入。アラスカＬＮＧプロジェクト 

に関する検討 など 
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